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研究成果の概要（和文）：

本研究は、地球環境問題を軽減するための方策として、情報通信ネットワークの活用の可
能性への着目し、その方向性を見出すことを目的とする。直接的な規制や経済学的な方法
に加え、情報を適切に提供することによって人々を啓蒙し、より環境にやさしい行動をと
ることが可能となる。他方、これによって環境問題を認知するものの、行動に移らない可
能性も指摘される。本研究では以下の 3 つのプロセスを通じて、かかる課題の解決を試み
た： (1) 情報通信の普及効果を把握するための評価モデルの確立；(2) 情報通信の普及段
階に応じた環境対応型産業政策とそれに呼応した企業戦略の明示；(3)従来の経済理論分析
の下では十分に探索されてこなかった問題の検討。

研究成果の概要（英文）：
This study aims to provide a solution to global environmental problems by utilizing information

and communication technology. In addition to direct controls and economic measures, a
supplementary measure of providing appropriate information can make people aware of the crisis
and motivate them to be more environmentally friendly. Effective provision of information can
achieve breakthrough effects to solve the problems. At the same time, despite the awareness, it may
result in no action toward the problems. The study has approached the problems through the
following three steps: (1) pointing out problems related to public relations about environmental
protections through ICT, and considering their solutions; (2) researching technological and
administrative hindrances against the diffusion of the information and communication networks,
and investigating into their public interests; and (3) considering the issues and challenges to
construct global information and communication networks.
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１．研究開始当初の背景
情報通信普及の社会的効果の形成を経済

モデルの視点から追究する本研究の視座は
類例がほとんどみられないが、本研究課題の
遂行を通じて企業と消費者のそれぞれの視
点に立脚して情報通信普及の効果を論じた
既存先行研究（継続研究課題を含む）の知見
と統合することにより、情報通信普及のイン
パクトについて包括的な議論を展開できる。
本テーマの関しては、すでに北欧を中心と

した欧州諸国や米国の研究者とのネットワ
ークを構築しつつある。上記に関する検討を
行う際には、国際連携や比較の視点を取り込
むことで、日本モデルの特殊性と普遍性にも
着目し、研究成果の他国への適用や協働の可
能性にも十分に配慮する。

２．研究の目的
本研究は、情報通信の普及が経済、市民生

活および社会全体にどういったインパクト
をどのようなメカニズムで及ぼすのかに関
し、研究代表者が中心となり、平成 8 年度よ
り推進してきた研究プロジェクト群の根幹
をなすものであり、主要系列の中では三つ目
のプロジェクトとなる。本プロジェクトの主
要な目的は、情報通信財・サービスの需要面
と供給面について各々独立に着目して実施
されてきた先行プロジェクトの成果を踏ま
えた上で、当初は以下のとおりに設定された。

(1) 情報通信の普及効果を把握するための評
価モデルの確立
インフラとしての情報通信ネットワーク

および同ネットワーク上に流通する財・サー
ビスの市場全体を通じて、その発展が社会全
体に及ぼす影響を体系的に把握し、今後の効
果を予測するための理論的モデルを構築し、
統計的な手法を用いてその妥当性を実証的
に検証する。具体的には、地域規模・地球規
模の環境問題の解決に対して、情報通信が果
たすべき役割の可能性を、情報通信の特質に
根ざしたコミュニケーション・ネットワーク
の構築や仮想的市場の形成などに基づき、市
場メカニズムに依拠して実証的かつ定量的
に捉える。

(2) 情報通信の普及段階に応じた環境対応型
産業政策とそれに呼応した企業戦略の明示
情報通信の普及および関連市場の発展が

企業の社会的責任達成に及ぼす影響を分
析し、急速に情報化が進展している発展途
上諸国が「地球環境に優しい」サスティナ
ブルな経済発展を享受することを可能に
し、各種制度との整合性があり、かつ企業
経営者のインセンティブを損なわないビ
ジネスモデルを可能とする産業政策の可
能性を検討する。得られる知見は、わが国
を遥かに上回るペースで情報通信の普及
が進んでいる発展途上国への適用可能性
が期待でき、その結果、国境を越えた幅広
い地域でサスティナブルな高度情報通信
社会の実現に向けた議論の基盤を提供す
る。

(3)従来の経済理論分析の下では十分に探
索されてこなかった問題の検討
既存研究の欠落部分を補うことを通じ

て、高度情報通信社会の実現の意義をより
精緻に捉えるとともに、情報化の効果発現
を社会全体で享受するためには政府はど
のような環境整備に努めるべきか等に関
する具体的な知見を得る。

３．研究の方法
研究方法については、①関連文献の調査

を包括的かつ網羅的に行い、②市場や産業
の現状を調査し、③理論モデルに立脚した
分析仮説を設定し、④アンケート調査等に
よって収集するデータに基づき実証的に
仮説検定を行い、⑤結論を得ると共に、そ
のインプリケーションについて考察を行
う、という五段階のステップを踏んでいる。
加えて、発展段階の異なる国との比較研究
を常に念頭に置くことで分析データの充
実を図るという方法、および最新事例に対
する個別調査から演繹的に結論を導くと
いう方法も補完的に採用した。

４．研究成果
(1)情報通信の普及効果を把握するための
評価モデルの確立
課題(1)については、情報通信網の普及に

関する技術的・制度的課題および公益性の
検討として広範囲にわたる研究課題に取
り組んだ。
具体的には、以下のような各テーマにつ

いて研究成果を得た。
① 次世代超高速通信網サービスの垂直



分離に関する検討
② コンテンツ市場の統合の経済効果の計

測
③ ブロードバンドサービスにおける定額

制から従量制への移行に関する経済性
の検討

④ 周波数オークションに関する研究
⑤ データ通信に対するユニバーサルサー

ビスに関する研究
⑥ 携帯電話市場における利用者及び企業

の動向に関する考察
⑦ ブロードバンド上で展開されるコンテ

ンツ市場について視聴料金モデルを前
提とした分析

⑧ コンテンツ市場における各種サービス
に関する消費者の受容に関する調査研
究

⑨ デジタルコンテンツに対する支払意思
額の計測

⑩ 情報通信サービスの品質が利用者行動
に及ぼす影響に関する調査研究

⑪ 情報通信産業におけるユニバーサルサ
ービス提供に関する調査研究

(2)情報通信の普及段階に応じた環境対応型
産業政策とそれに呼応した企業戦略の明示
課題(2)については、国際的な情報通信網

普及に関する問題点の検討として、主に東南
アジアおよび西アジア諸国における ICT 普及
活動に資する調査研究活動を行い、以下のよ
うなテーマに関して成果を得た。
① タイにおけるICTが労働生産性与える影

響に関する研究
② アフリカにおけるICT投資と経済成長に

関する研究
③ サウジアラビアにおける移動体通信の

普及に関する研究
④ タイにおけるブロードバンドサービス

の普及に関する研究
⑤ タイにおける携帯電話利用端末の乗り

換えに関する研究
⑥ クラウドサービスの利用が発展途上国

の経済活動に与える影響の分析
⑦ ソーシャルネットワークが利用者の交

友関係に与える影響に関する日韓比較

また、研究代表者及び分担者が当該地域及
び欧米の研究者並びに実務家と様々なレベ
ルでの意見交換を行い、研究成果の伝達に努
めるとともに研究へのフィードバックを得
た。

(3)従来の経済理論分析の下では十分に探索
されてこなかった問題の検討
課題(3)については、環境保護サイトにお

ける情報受容者の行動変容に関し以下のよ
うな研究を実施した。

①研究のスコープ
近年、政府・民間とも環境保護活動につ

いての広報活動に力を入れており、これに
伴いインターネットを用いて環境保護が
呼びかけている。ここでは、環境情報提供
が消費者の環境保護活動における主な障
害として、例え利用者に十分な環境情報が
提供されて受容されたとしても、実際の環
境保護活動を行う際には環境情報が生か
されずに異なった行動を行ってしまい、環
境情報は実際の消費者の行動変容に到達
しない可能性を指摘した。具体的には、環
境情報提供が消費者の環境保護活動にお
ける主な障害として、Kahneman and Thaler
（2006）が提唱する「人々はその時々にお
いて効用が変化する」を基本的な原因とし
て設定した。Kahneman らは、人が行動選択
を行う際に、意思決定時に形成される選好
（Decision Utility）と実際に行動すると
きに形成される選好（Experienced Utility）
の２種類が存在し、これらは必ずしも一致
しないことを示した。これを、環境情報提
供における文脈に沿って考えると、例え利
用者に十分な環境情報が提供されて受容
されたとしても、実際の環境保護活動を行
う際には環境情報が生かされずに異なっ
た行動を行ってしまい、環境情報は実際の
消費者の行動変容に到達しない可能性が
あることになる。
検証にあたっては、WEB アンケートによ

り、調査対象に地球環境破壊の現状とその
保護の実情に関する情報を様々なレベル
で提供し、しかる後に低環境負荷製品や環
境負荷事業に関する意識の変化や支払意
思額を調査した。
②投射バイアスの検証
投射バイアス(Loewenstein, O’Donogue

and Rabin, 2003)とは、消費者が、現在自
分が置かれた心理的状況を、将来の状況に
投射することによって生じるバイアスの
ことをいう。
環境情報サイトを見ることで消費者に

環境破壊に対する危機感が生じたとして
も、実際に環境保護活動を行う必要になっ
た際には、通常、そのような感情は持続し
ておらず「冷静」となっているならば、情
報提供の効果は限定的であると考えられ
る。
そこで、環境情報を提供し、質問を 2つ

の時期に行った。具体的には、【１回目】
環境情報提供直後と【2 回目】環境情報提
供後一週間経過に、図表 1のような 3つの
項目について質問を行った。
回答は、1 点から 5 点までの間で「そう

思わない」から「そう思う」で回答しても
らった。結果として、温室効果ガス削減へ
の参加の意思については環境情報提供後



一週間経過のほうが高く、ポータルサイトで
の募金とエコ活動への参加の
報提供直後のほうが高かった
ついては 5%の有意水準で、後者
は 1%の有意水準で有効であった
符号付順位和検定）。

図表１

3 者のうち、ポータルサイトでの
コ活動への参加の意思については
り、情報提供直後に投射バイアスがあった
能性が指摘できるが、温室効果
参加について環境情報提供後一週間経過
時点でより高い参加意思を示
理由については考慮する必要
仮説の成否については議論が
③記憶の持続の影響
環境情報に関する記憶の持続

環境情報が詳細であればあるほど
実際にそのような情報を利用
のような情報を記憶にとどめておける
性が低くなると考えられる。
記憶の持続に関する検証事項

つの質問項目を設定して、情報提供時
間後にそれぞれ解答してもらった
結果としては、４つの問題全

情報提供ありの場合の回答率
回答率を大きく上回った（Mcnamear
p<0.01）。従って、多くの環境情報
ったもので有ればあるほど、忘却
と考えることが出来る。従って
される。
④環境情報が自分の身近な問題
響
自分の身近な問題か否かによって

識の差異、についても環境情報
つく際の障害と考えられる。身近
うかで意識が異なるかどうかを
めに、以下の 2 つのケースにおいて
支払意思額を比較した。

A:身近（日本）な環境問題に
思学を問う。

B:直接かかわりの無い環境問題
題）に対する支払意思学を

結果として、日本と北欧のそれぞれにおけ
る温暖化防止対策に要する税金
学の差異は図表のとおりであった
ジスティックモデルによる価格感応
分析を分析した結果、日本に対
学と北欧に対する支払意思学
が価格に対する感度が高く、
結果として北欧に対しては高額

質問項目 調査回数 平均
1回目 3.38
2回目 3.47
1回目 2.78
2回目 2.65
1回目 3.61
2回目 3.28

p<0.1:+, p<0.05:*, p<0.01**
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以上のような助成期間中
査研究により、研究目的として
テーマについて以下のような
情報通信の普及効果を把握
価モデルの確立については
信市場の競争性と公平性を
とされる制度及び新サービスの
える影響を検討することでより
持つ評価モデル構築に必要
び概要を示した。情報通信
じた環境対応型産業政策とそれに
た企業戦略の明示については
とした先進国が経験した ICT
を途上国に適応するのみならず
導入段階にある ICT についても
の導入方策を例示した。従来
析の下では十分に探索されてこなかった
問題の検討については、環境保護
おける情報受容者の行動変容
指摘した。これを克服する
行う指針を示すことで、地球環境問題解決
のために情報通信ネットワークの
ることの実現可能性を高めた
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